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別紙 

地上デジタル放送への完全移行のための支援措置 
－平成１９年度予算と平成２０年度予算案の比較－ 

（赤字部分が変更点） 

 

①デジタル中継局整備支援 

 平成１９年度予算 平成２０年度予算案 

対象地域 条件不利地域（市町村ｽｷｰﾑの場合） 条件不利地域 

事業主体 市町村又は第３セクター 市町村、第３セクター、 

都道府県、公益法人、放送事業者 

対象設備 中継局施設（局舎・鉄塔等） 中継局施設（局舎・鉄塔等） 

補助率 市町村が事業主体：１／３ 

第３セクターが事業主体：１／４ 

１／２ 

 

 

②辺地共聴施設の整備支援 

 有線共聴施設整備 

 平成１９年度予算 平成２０年度予算案 

対象地域 条件不利地域 地域限定なし 

事業主体 市町村 市町村又は共聴組合 

対象設備 受信点設備の移設・改修等 受信点設備の移設・改修等 

支援条件 改修のみ 改修又は新設 

補助率 １／３ １／２ 

    ※加入者１世帯あたり 3.5 万円以上負担する場合が対象。 

 

 無線共聴施設整備 

 平成１９年度予算 平成２０年度予算案 

対象地域 地域限定なし 地域限定なし 

事業主体 市町村又は共聴組合 市町村又は共聴組合 

対象設備 有線伝送路（送信機は対象外） 有線伝送路（送信機も対象） 

支援条件 有線共聴施設からの改修のみ 有線共聴施設からの改修又は新設 

補助率 １／２ １／２ 

 

③デジタル混信対策 

 平成１９年度予算 平成２０年度予算案 

対象地域 － デジタル混信の発生地域 

事業主体 － 公益法人又は放送事業者 

対象設備 － 補完的中継局施設又は有線共聴施

設 

補助率 － １／２ 

 



平成２０年度地上デジタル放送関係予算主要事項概要 

－地上デジタル放送への全面的な移行－ 
 

 

 

 

 

２０１１年７月までの地上アナログ放送の終了、デジタル放送

への完全移行に向け、デジタル中継局及び共聴施設の整備に対す

る補助、アナログ放送を円滑に終了するための実証研究、国民へ

のきめ細かな情報提供活動等を実施。 

平成２０年度      ５９．７億円[７．０億円] 

（内訳）一般財源     ７．８億円［７．０億円］ 

電波利用料財源 ５１．９億円［  ０億円］ 

※ ［ ］内は平成19年度予算額 

※ 上記平成２０年度予算案額５９．７億円の他に、地上放送のデジタル化に伴うアナログ周波数変更対策に必要な

経費（電波利用料財源）201億円（平成20年度予算案額）が計上されている。（平成19年度予算額：202億円） 

  （百万円） 

１９年度 ２０年度
個別施策 新規・継続 

予算額 予算案 

１ 地上デジタル放送への完全移行のための送受

信環境整備（電波利用料財源） 
 

①デジタル中継局整備支援   

②共聴施設整備支援 

新規 

（一部継続）

③デジタル混信対策  

④デジタル受信相談体制の整備 

※ ①～③の支援措置の内容については別紙参照。 
 

（※１） 5,190

２ アナログ放送終了に向けた実証研究 新規 0 15

３ 地上デジタル放送等の円滑な普及に向けた情

報提供活動等の推進 
継続 555 559

４ デジタル放送における都市受信障害対策に関

する調査研究 
継続 50 50

５ 地上デジタル放送の伝搬状況等の実地調査 継続 40 50

６ その他（※２） 継続 56 101

合計 701 5,965

※１ 地域情報通信基盤整備推進交付金5,700百万円の内数（一般財源）並びに無線システム普及支援事業4,365百万円

の内数（電波利用料財源） 

※２ 国際普及型デジタル放送方式の開発、受信障害防止対策、中継局周波数選定支援システム保守 



 
 
 

参  考 

 
＜地上デジタル放送関係予算主要事項に係る一件一葉＞ 

   

１ 地上デジタル放送への完全移行のための送受信環境整備（電波利用料財源） 頁数

①デジタル中継局整備支援 １ 

②辺地共聴施設のデジタル化支援 １ 

③デジタル混信等対策 ２ 

④デジタル受信相談体制の整備 ２ 

２ アナログ放送終了に向けた実証研究 ３ 

３ 地上デジタル放送等の円滑な普及に向けた情報提供活動等の推進 ３ 

４ デジタル放送における都市受信障害対策に関する調査研究 ４ 

５ 地上デジタル放送の伝搬状況等の実地調査 ４ 

 



参考 

 

１ 地上デジタル放送への完全移行のための 

送受信環境整備事業 

（５，１９０百万円） 
 

 
① デジタル中継局整備支援 

条件不利地域において放送事業者が自力建設困難な地上デジタルテレビ中継局

の整備を行う者に対して、国がその整備費用の一部を補助。 
 

・ 事業主体 放送事業者、都道府県、市町村、第３セクター又は公益法人 

・ 対象地域 条件不利地域 

  ・ 対象施設 中継局施設（局舎、鉄塔等） 

・ 補助率  １／２ 

 

 

 

 

対象施設 サービス対象 

  デジタル中継局整備 

  

  地域住民のデジタル受信確保 
 

 

② 共聴施設の整備支援 

山間部等においてテレビジョン放送を受信するために共聴施設を整備する者に

対して国がその整備費用の一部を補助 
 

・ 事業主体 市町村又は共聴施設の設置者 

・ 対象地域 山間部などテレビジョン放送の視聴が困難な地域 

・ 対象施設 【有線共聴施設】受信点設備の移設費、改修費等（改修又は新設） 

     【無線共聴施設】受信点設備、有線伝送路、送信設備（改修又は新設） 

・ 補助率  １／２ 

   
 【有線共聴施設】 

 

受 信 点 設 備
等

線 路 ア ン プ 調
整

受 信 点 設 備
等

線 路 ア ン プ 調
整

 
   【無線共聴施設】 

受 信 点 設 備 等

有 線 伝 送 路

ギ ャ ッ プ フ ィ ラ ー

有 線 伝 送 路

ギ ャ ッ プ フ ィ ラ ー

受 信 点 設 備 等

有 線 伝 送 路

ギ ャ ッ プ フ ィ ラ ー

有 線 伝 送 路

ギ ャ ッ プ フ ィ ラ ー

受 信 点 設 備 等

有 線 伝 送 路

ギ ャ ッ プ フ ィ ラ ー

有 線 伝 送 路

ギ ャ ッ プ フ ィ ラ ー

 

※有線共聴施設は、１世帯当たり 3.5 万円を超える場合が対象 
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③ デジタル混信対策 

他の電波からの混信のためにデジタル放送を良好に視聴できない場合に、これを

解消することを目的として補完的な中継局を置局する者又は共聴施設を設置する

者等に対して、国がその整備費用の一部を補助。 

 

 

補完的な中継施設

デジタル放送局
（希望波：１８ｃｈ）

  

デジタル放送局
（妨害波：１８ｃｈ）

混信により視聴不可

有線共聴施設の設置又は
 

 

 

 

 

④ デジタル受信相談体制の整備 

共聴施設のデジタル化や混信に関して国民視聴者から寄せられる相談その他の

視聴者の視聴状況に応じた個別の対応が必要となる相談等に的確に対応するため

の相談体制を整備。 

 

デジタル放送局
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放送局(デジタル中継局)

 

現地対策センター受信確認調査

電話対応説明会現地受信指導

混信対策



２ アナログ放送終了に向けた実証研究 

（１５百万円） 
 

 

２０１１年７月までにアナログ放送を円滑に終了させるため、受信状況、工事能力

の実態調査、事前告知手法の調査・検証を通じ、課題の洗い出し、具体的な終了体制

の整備を推進する。 

 

 
 

 

 

３ 地上デジタル放送等の円滑な普及に向けた 

情報提供活動等の推進 

（５５９百万円） 
 

地上テレビジョン放送等のデジタル化の円滑な普及を図るため、２０１１年（平成

２３年）までのアナログ放送の終了についての周知広報を中心とした国民視聴者に対

する情報提供活動を推進する。 
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２０１１年７月２４日 

アナログ放送終了に向けた具体的な終了体制整備 

受信状況 

実態調査 

工事能力 

実態調査 

アナログ放送の終了に向けた 

課題の洗い出し・具体的な終了体制の整備推進 

事前告知手法

調査・検証 

２０１１年７月までの 

アナログ放送終了に向けた実証研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア ナ ロ グ 受 信 機 へ の 告 知 シ ー ル 添 付 リ ー フ レ ッ ト 、 ポ ス タ ー 作 成  



 

４ デジタル放送における都市受信障害対策 

に関する調査研究 

（５０百万円） 
 

地上デジタルテレビジョン放送の開始に伴い、既設の都市受信障害解消施設のデジ

タル化対策やデジタル放送における都市受信障害の新たな技術的解消方策など、都市

受信障害対策に関する調査研究を実施し、早期にデジタル放送時代における良好な受

信環境の整備を図り、情報格差の是正とデジタル放送の円滑な導入に資する。 

 

デジタル波

アナログ波

デジタル波

アナログ波

既 設
建築物
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受信障害
対策施設

受信障害
対策施設

地上アナログ放送
ビル陰障害地域

地上アナログ放送
ビル陰障害地域

地上アナログ放送
反射障害地域

地上アナログ放送
反射障害地域

反射波

地上デジタル放送
障害地域

既存共聴施設の改修、ケーブル
テレビへの加入等が必要

地上テレビ
放送局

縮小

改善

ほぼ解消

① 地上デジタル放送への円滑な移行、
② デジタル放送時代の良好な受信環境の確保
のため、受信障害対策施設等の地上デジタル対応の進捗状況の把握、効率的な
対応手法に関する検討等を実施

地

 
 

５ 地上デジタル放送の伝搬状況等の実地調査 

（５０百万円） 
 
 

全国で順次開局される地上デジタル放送の実放送環境下において、デジタル波特有の伝搬・受

信状況、ワンセグの不感地の把握、韓国放送波の伝搬等に関する実地調査を行い、中継局の送信

条件検討のための基礎資料整備に資する。 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

上放送のデジタル化

デジタル局放送区域

大型電測車  

○デジタル本放送  
・大電力  
・複数チャンネル  

ットワーク  ・同一周波数ネ

○伝搬・受信状況等の調査  
親局、中継局（大規模・重要局）  


